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① 北部地域連携都市圏構成団体が連携して、各分野でのオープン
データ化を推進すること

② オープンデータについて「まず取り組めそうなこと」を見つけること

今回の研修をきっかけに取り組みたいこと

官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）
第11条第１項 国及び地方公共団体は、自らが保有する官民データについて、個人及び法人の権利利益、国の
安全等が害されることのないようにしつつ、国民がインターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて容易に利
用できるよう、必要な措置を講ずるものとする。

第９条第１項 都道府県は、官民データ活用推進基本計画に即して、当該都道府県の区域における官民デー
タ活用の推進に関する施策についての基本的な計画を定めなければならない。 

府が策定する「官民データ活用推進計画」にそのための連携策を盛り込む
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府内すべての自治体でオープンデータ公開を開始（2018.12.27）

京都府のオープンデータの取り組み

今後の取り組み

① 京都データストアの拡充と活
用研修の実施

② 利活用による地域課題解決
スキームの提供

③ オープンデータ公開を通じた
業務の効率化・標準化

「京都データストア」https://www.datastore.pref.kyoto.lg.jp/
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① 京都データストアの整備と活用研修の実施
オープンデータカタログサイト「京都データストア」の機能拡充とオープンデータ化支援研修の継続実施

京都データストアの機能拡充
• 京都ならではのオープンデータ化
• 公開作業の取り組みやすさ向上

オープンデータ化支援研修の継続
• 「地域メンター」をはじめとする人的支援
• データ利活用スキル向上と団体間連携

京都府のオープンデータの今後の取り組み

開放資料
勝手地域メンター
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② オープンデータをはじめとするデータの利活用による地域課題解決スキームの提供
地域内外の多様な主体との共創による地域課題解決に取り組む市町村を募集します

http://co-lab.kyoto/

共創ラボ CO-LAB Kyoto
多様な主体による共創の基盤＝アクション・プラットフォーム

1. アイデアソン等の開催を通じた技術と各地域における課題の
マッチング

2. 地域間連携のコミュニティ・人材の育成

平成29年度
地方創生アイデアソン in 相楽東部

平成30年度
Kyotango Hack 2018

京都府のオープンデータの今後の取り組み
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③ オープンデータ公開を通じた業務の効率化・標準化（例１）
オープンデータ公開のメリットは、自治体職員にも

地域の見える化と課題解決
• オープンデータによる地域の見える化

オープンデータ「クマ目撃情報」

京都府のオープンデータの今後の取り組み

様々な人
と共有する

データを元に
アクション

別データと
組み合わ

せる

https://www.datastore.pref.kyoto.lg.jp/watch-out-for-bear/
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③ オープンデータ公開を通じた業務の効率化・標準化（例２）
オープンデータ公開のメリットは、自治体職員にも

業務の標準化
• 業務の自動化（RPA）や品質向上

Before

After

「オープンデータ・バイ・デザイン」
• 様式の見直しや新たな項目を追加するなどの業

務改善を進めるものについて、そのフローの中に
オープンデータ化を前提としたプロセス・システ
ム化ができないかを考える視点が必要

※ 例えば、GISデータは、管理システム更新により
データ入力（追加・更新）から自動的にオープ
ンデータとしても出力可能になる予定

京都府のオープンデータの今後の取り組み

複数所属で同じような
データを作成・管理し

なくてよいフローに

データ作成・収集時に
様式・権利関係を整理

管理しやすいデジタル化・
データの使い方に慣れよう


